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1. 月尹言命命 

世界の企業は 世界市場の中でのバローバル な 企業競争の中で 大きく変化しようとしている。 本研 

究は、 中国政行と国有資産としての 国有企業との 関係をナショナルイノベーションシステムとして 

捉えようとの 試みであ る。 本報告 は国捺 共同研究の「政府と 経営者の連携」調査研究の 一環で中国 

企業の企業統治を 分析する。 本研究 は財務省 財 務 総 、 合政策 研究 戸 所 と中国国務院発展研究中心企業研 

充所の国有資産民営化国際共同研究でゴ ビ耳て 大学光華管理学院、 東京大学東洋文化研究所の 協力を得 

て 実施した。 

2. 中国 

国有企業全体の 利益の 70% を占める。 2 ㎝ 5 年現在 169 社。 拙著 丁 最新データ登底分析中国企業 

と 経営コ角川書店、 2 ㏄ 5 年 5 月 30 日発行の脱稿段階では 179 社であ り、 半年で 10 社が合併等で 

消えた。 179 社段階での業種内訳 ( 拙著 P112 ～ 116) は以下であ る。 原子力 3 、 宇宙 2 、 航空 5 、 

船舶 3 、 軍事 2 、 電子 1 、 石油 3 、 給電 2 、 電力 8 、 電信 4 、 電子情報 2 、 電子製品 2 、 自動車 3 、 

機械 5 、 1 、 電力 所 設備 1 、 電力工程等設計 3 、 鉄錆 4 、 アルミニウム 1 、 航運 2 、 化学 

等であ る。 中央政府は国有企業 169 社のみを管理している。 エネルギー、 社会インフラ、 国防・ 安 

全 等に関する企業は 中央政府管理とする (2003 年方針 ) 。 169 社と地方政府が 管理している 国有企 

業が合計 13.6 万社に達する。 国有企業全体の 利益では、 169 社の管理企業が 3 分の 2. 地方政府管 

理企業が 3 分の 1 を占める。 中国政府の国務院発展研究中心が 企画を、 国有資産管理委員会が 濫督 

き 、 実行を国家発展改革委員会が 担う構造があ る。 国有企業の管理体制は 以下の構造であ る。 
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4. 中国企業の経営者のイノベーション 能力調査 

本研究は、 中国企業の経営者はどのくらい 挑戦的 か 、 組織はどのくらいイノベーション 能力 ( 革 

新能力 ) を持っているのか、 を検証する。 企業経営者の 経営重点について 分析する。 表 1 では、 企 

業の外部環境でⅠ かへ イレベルの人材市場が 求められるが、 自社は製品の 技術レベルを 高め、 新製品 

開発 ヘカ を入れ、 ブランドと企業像の 育成を行 う 。 

仝 業 発展の外部環境は「ハイレベル 人材市場」 50.9% 、 「融資環境』 2)3.rl%z4lJ.tJ%0 、 「技術と市場 情勒 

20 ． 1% が高く、 「通信とインターネット 設備」は 0 ． 7% に過ぎない。 企業経営戦略では「製品の 技術 

レベルを高める」 29.8% 、 「新製品開発 ヘカ を入れる」 25.5% 、 「製品標準化の 水準を高める」は 3.6% 、 

企業経営管理では「ブランドと 企業像の育成』 51.2% 、 「消費需要を 創造する」 22.9% 、 「セールス 

、 ソールを作る」 17.3/0 が高い。 

「大胆に新しいものを 創造する」は 学歴が高 い 経営者で 47.7% ともっとも高く、 どの学歴の経営 

者においてももっとも 高い比率で支持されている。 学歴別では「大胆に 新しいものを 創造する」は 

大学院以上 56.4% 、 大学 51.0% から中学校未満 38.2% まで学歴が高いほどこの 考え方は支持され 

る傾向があ る。 経営者がリスクを 取れるかどうかは 重要であ るが、 世界中共通であ るが・中国でも 

年齢とともにリスクを 避ける傾向が 強くなる。 

現在、 中国では、 中国政府研究所、 国内有名大学の 資産・資源を 利用して創設されたべンチャー 

ビジネスが多く 登場している。 特定国の特定前世代技術製品に 焦点を絞り商品を 企画し、 中国国内 

に 工場を作り、 スケールメリットで 生産し、 該当市場へ集中輸出する。 イノベーション 能力はどの 

程度であ ろうか。 

5. 中国の組織のイノベーション 能力 

技術イノベーションの 手段については、 国内自主開発が 48.9% と主で、 国内の大学や 研究機関と 

共同研究開発が 35.0% で続いている。 国内の企業と 共同研究開発は 21.2% で、 中国では企業との 共， 

同研究より、 よりコスト ヵ砥い 研究開発として 大学、 研究機関が選ばれる。 国内からの技術導入が 

20. ¥% で、 海外からの技術導入 16.8% を上回った。 海外の企業と 共同研究開発が 9. 1 K. 。 海外の大 

学や研究機関と 共同研究開発 2.3% と海外の比重は 低い。 国内の研究機関を 買収するは 8.4% で、 中 

国内の国立研究所の 民営化の政策に 対応したと思われる。 

国内 国外 

自主開発 大学・ 研 企業と共 国内から 研究機お 海外から 企業と共 大学・ 研 

充所連携 同研究 技術導入 関の買収 技術導入 同研究 究 と連携 

48. 9 35. 0 21. 2 20 ．Ⅰ 8.4 16. 8 9. Ⅰ 2. 3 

技術イノベーション 資金 ( 注 1) は主に企業の 自己資金と銀行融資により 調達しており、 政府、 

ベンチャーキャピタルへの 依存は低い。 

中国国内は世界の 未来のスタンダードの 実験場となっており、 そこで成功した 企業が、 中国・外 

資に関わらず 世界市場の覇者となっていく。 中国企業の華 為は ルトタ一で中国市場において、 コス 

ト 優位からスタンダードを 取り、 次いで世界に 進出、 世界のルータ 一市場で寡占状態であ ったシス 

コシステムズの 競争企業へと 成長した。 大学院修了比率が 高い企業 ( 注 1) は外資投資 11.6% 、 株 

式会社 9,2% で、 低い企業は集団企業 3.6% 、 私営企業 4.7% であ る。 中卒以下は集団企業 3.9% 、 

私営企業 8.2% であ った。 集団企業、 私営企業ともに 低学歴企業であ るが、 私営企業は集団企業 ヰこ 

比較して大学院、 中卒以下の両極ともに 比率が高い。 企業規模が大きいほど 高学歴で大手企業の 経 

営 者は大学卒以上が 59.9% で、 中小企業 67.6% が短大卒以下であ った。 

ハイテ タ 産業 ( 注 1) に関しては、 既存産業より、 新しいハイテク 産業へ挑戦する 傾向が強い。 

新たなハイテ タ 産業へ投資するが 73.3% に達した。 日本企業の経営者の 主流は、 自社の所属する 産 

業の既存技術、 コア技術を I T やバイオ、 ナノ テタ 等のハイテ タ ノロジ一で高度化し、 そこから イ 

/ ベーションしようとする 傾向が強い。 この点で・日本企業の 経営者より米国企業の 経営者に行動 
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が 似ていると思われる。 ハイテクを利用して 既存産業を革新する 企業の投資先 ( 注 1) は、 新材料、 

環境保護、 情報産業が多い。 ハイテ タ を利用して既存産業を 革新する企業の 投資先は、 新材料 27. 1% 、 

環境保護 23. 1% 、 情報産業 23.0% が高い。 1990 年代以降、 情報産業に圧倒的な 関心を示した 中国 

企業の経営者であ るが、 新材料、 環境といった 新しいハイテク ヘ 関心が広がってきた。 

6. イノベーションの 障害 

技術イノベーションの 障害 ( 注 1) はイノベーション 型の人材の不足で 59.4% 、 資金調達が難し 

い 40.7% 、 イノベーションを 支援する国家政策、 経営政策の未整備 36.8% であ った。 ほぼどの企業 

形態も全体と 同様の傾向であ ったが、 上場企業は資金調達が 難しいが 24.7% と低く、 イノベーショ 

ンの リスタは収益と 相応しくない 36.4% が高い比率であ った。 欧米 、 日で問題となる 知財 権 保護の末 

整備は全体では 16. Ⅸと低いが、 ハイテ タ 企業は 26.5% と高い。 

経営者はイノベーションを 重視し、 企業家精神とはイノベーションが 中核と考えている ( 注 1) 。 

経営者 田ヘ イテクノロジーへの 挑戦に積極的で、 楽観的な態度を 持ち、 イノベーションを 志す経営 

によって、 製品技術の自主開発を 目標としている。 しかし、 イノベーションの 水準は低く、 イノベ 

ーションは難しいと 考えている経営者が 多い。 特に、 高学歴の若手経営者は 経営におけるリスク 意 

識 が強く、 イノベーションを 志す傾向が強い。 経営組織のイノベーションは 遅れ、 技術の イ / ベ一 

、 ンコ ンは人材が足りない。 

経営組織は多角化事業に 対応できるように 事業部に分割され、 管理における 情報化は進んでいる。 

「経営者の任命制度」は 現実の経営に 合わず、 任命制は政治と 経営の責任の 不明確に繋がり、 企業 

の所有権 改革が遅れることと 相まって、 制度に関するイノベーションの 主な障害になっている。 企 

業の コアコンビテンシー ( 注 1  は「販売能力」 57.5% 、 「経営組織能力」 55.4% 、 「戦略決定能力」 

SL.5% であ る。 「生産能力」は 37.5% 、 「研究開発能力」㏄． 7% であ り、 「資金投入能力」は 意外に 

低く 22.3% であ り、 「企業文化」は 17.4% とさらに低かった。 ハイテ タ 企業の経営者は 研究開発 能 

力 を重視し 62.6% と、 全体平均より 29 ポイント高かった。 大手企業の経営者は「販売能力」、 「経 

営組織能力」、 「戦略決定能力」重視で、 「研究開発能力」の 重要さへの認識が 不足、 よい企業文化を 

作ることの意味への 認識が不十分であ ると思われる。 
7. 私 語 
中国政府は、 上記のナショナルイノベーションシステムを 市場志向のオープンな 構造 ベ 漸進的に 

変 ィヒ させようとしている。 政府の機能の 重点は公平的・ 競争的前場環境を 作ることに転換、 政府と 

国有企業の関係は 新しい関係に 直面する。 市場経済体制の 目標達成のために、 政府は企業形態別に 

異なる政策を 実施する必要は 無いとの政策が 変化の主眼であ る。 

注 1) 国務院発展研究中心 中国企業家調査系統「迎接知識経済挑戦的中国企業経営者一 1999 年中 

国 企業家成長与発展寄題調査報告」 

注 2)  国務院発展研究中心 中国企業家調査系統「企業創新現状、 問題反対策 一 2001 年中国企 

巣経営者成長与発展寄題調査報告」 
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